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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力産業・市場室） 

項 目 名 特定原子力施設炉心等除去準備金の延長 

税 目 法人税 
租税特別措置法第 57の 4の 2 

要

望

の

内

容 

 
事故が発生した原子力発電施設（以下、事故炉）の廃炉の確実な実施を確保

するため、事故炉の廃炉を行う原子力事業者（以下、事故事業者）に対して、
廃炉に必要な資金を原子力損害賠償・廃炉等支援機構（以下、機構）に積み立
てることを義務づける等の措置を講じた「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法
の一部を改正する法律」が平成 29年 5月に成立（10月施行）し、あわせて、
租税特別措置法において「特定原子力施設炉心等除去準備金」（以下、準備
金）が設けられたところ。 
 

事故炉の確実な実施を引き続き確保する観点から、準備金の期限を延長する。 
 
 

 

 平年度の減収見込額    ― 百万円 

(制度自体の減収額) (     ―百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (    ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

事故事業者が、廃炉に必要な資金を原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に積
み立てていくことにより、安全かつ着実な廃炉の実施が確保する。 

 

 

⑵ 施策の必要性 

事故事業者が廃炉の実施責任を果たし、安全かつ着実な廃炉を実施していく
上で必要な措置。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

６．鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保 

政 策 の 

達成目標 

適正かつ着実な廃炉の実施の確保 
 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
令和 5年度～7年度 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
事故炉の廃炉の着実な実施 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
事故炉の廃炉を着実に実施している。 
 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
適用件数：1件 
適用事業者：1者 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

準備金を延長することにより、事故事業者による確実な事故炉
廃炉の実施を確保することができる。 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
― 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
― 
 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
長期にわたる事故炉廃炉を確実に実施する上で、準備金の積立
時に損金に算入（支出時に益金に算入）できる本措置は、政策
目的を達成するための手段として妥当な措置である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
適用件数：1件 
適用事業者：1者 
 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
年度 適用件数 適用法人数 適用金額(百万円) 

平成 30年度 1 1 1.929 
令和元年度 1 1 6,099 
令和 2年度 1 1 168,898 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
長期にわたる事故炉廃炉を確実に実施する上で、準備金の積立 
時に損金に算入（支出時に益金に算入）できる本措置は、政策 
目的を達成するための手段として有効。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
事故炉の廃炉の着実な実施 
 
 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
事故炉の廃炉を着実に実施している。 
 
 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 29年度 創設 
令和 2年度  延長(3年間) 

 


